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提言にあたり 

 

我々を取り巻く社会環境は，長期にわたる人口減尐局面を迎えており，今後，

高齢化率の増加や生産年齢人口割合の減尐など，尐子・超高齢社会への著しい

変容が見込まれている。経済環境については，政府は日本経済の持続的な成長

を確固たるものにすべく，平成２６年６月に『「日本再興戦略」改訂 2014』を閣

議決定し，企業の収益水準・生産性の向上や女性のさらなる活躍促進などに断

固たる決意で取り組んでいるところである。このような中，新興国における産

業基盤の蓄積に伴う国内産業の競争力の低下，非正規雇用比率の増加に伴うワ

ーキングプアといわれる若者の増加，消費税率の引き上げに伴う個人消費の反

落など，持続的経済成長社会の実現を期待しているにもかかわらず，不安的要

素も払拭できない状況である。 

 

宇都宮市においても，総人口は平成２９年にピークを迎えた後，人口減尐に

転ずるものと予測されており，平成４２年には，６５歳以上の高齢者の割合が

２９％に達する見通しとなっている。行政では，このような人口減尐時代の到

来を見据えた上で「第５次宇都宮市総合計画」を策定し，「みんなが幸せに暮ら

せるまち」「みんなに選ばれるまち」「持続的に発展できるまち」の実現をまち

づくりの目標として掲げ，魅力あふれる宇都宮の構築に向けて取り組んでいる。 

 

我々は，宇都宮市の社会教育委員として，こうした社会・経済環境の変化を

踏まえながら，一人ひとりが豊かな人生を送れる社会を構築するためには，社

会教育・生涯学習の振興を通じた「人づくり」が緊要であると考えている。 

社会教育・生涯学習の振興を通じた「人づくり」とは，「社会の多様性を尊重

しつつ，幅広い知識や柔軟な思考力，課題を解決する力（自立した個人として

の力）」とともに「社会性や公共性，豊かな人間性など，個々人が社会の中で他

者と連携・協働しながら様々な課題や問題を乗り越えていく力（社会を構成し，

運営する力）」の養成である。 

 

これらの「人づくり」を，迅速かつ的確・着実に推進するためには，多くの

市民が解決していかなければならない社会的課題や，それらを解決する上で必

要な学習について，教育行政に携わる社会教育委員として，それぞれの立場か

ら議論・検討し，方向性を導くことに，大きな意義があると考えている。 

このようなことから，社会教育委員の総意として，本市において可及的速や

かに取り組むべき学習課題，いわゆる『「社会の要請」と求められる学習につい

て』ここに提言する。 
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〔提 言〕 

１ 「社会の要請」の高まり 

 近年の社会・経済環境の変化を背景として，特に以下に述べるような課題

において早急な対応が必要である。 

 

⑴ 「超高齢社会」への対応 

急激な高齢化の進展の影響は，医療や介護，年金等の社会保障制度の対

応が大きな課題であるだけでなく，高齢世帯の増加や高齢者の一人暮らし

による社会的孤立，活躍場所の不足など，地域社会における身近な課題と

してあらわれている。 

 

⑵ 「子育て・子育ち環境の変容」への対応  

尐子化や核家族化，また高度情報化などの社会状況が，地域社会などに

おける子どもの育ちをめぐる環境や，家庭における子育て環境を変化させ

ている。また，これにより，子ども同士が遊びに集中し，互いに影響しあ

って活動する機会の減尐など，人間関係の希薄化や体験活動の不足により，

自立意欲や社会適応力に欠ける青尐年の増加が懸念される。 

 

⑶ 「格差社会」や「勤労観の変容」への対応  

家庭の社会経済的背景が，その後の就労をはじめとした「格差」や「貧

困」などにもつながるとの指摘がされており，子どもの将来や老後の生活

に不安や孤立を感じ，悩みを抱える家庭が増えている。また，雇用情勢の

変化の影響が，若者の勤労意欲や社会の活力低下につながることが問題と

なっている。 

 

⑷ 「規範意識・社会性の低下」への対応  

家族形態の変容や都市化，情報化の急速な進展，価値観やライフスタイ

ルの多様化を背景として，近所づきあいなどの住民同士の交流に対する意

識が希薄になっている。また，これにより，地域における歴史・文化の継

承の途絶や，地域社会における規範意識の低下が問題となっている。 

 

⑸ 「地域コミュニティの変容」への対応  

地域における人のつながりや連帯感，支え合いの意識の希薄化は，地域

コミュニティにおける互助・共助機能の低下を招くだけでなく，若い世代

の地域活動への参加率低下や多様化する地域の課題に関心を持たない，積

極的に関わろうとしない大人の増加など，地域コミュニティの自治機能を

衰退させる原因となっている。 
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２ 必要とされる学習 

これらの課題に対して，必要とされる学習は以下のとおりである。 

※（  ）は関係する課題 

⑴ 子ども・青少年に関わる課題に対する学習 

  多様な体験活動  

（「子育て・子育ち環境の変容」，「規範意識・社会性の低下」） 

子ども・青尐年においては，様々な学習を積み重ね，多くの人との出

会いを通して，成人としての自己を築く時期であり，学校，家庭，地域

が相互に連携・協力し，ボランティア活動や体験活動，世代間交流の促

進など，子どもたちが社会に関わる多様な体験活動の機会を創出してい

くことが必要である。 

こうした課題に対する学習において最も大切なことは，人間同士の直

接の触れ合いである。実社会においては，生活体験・社会体験・自然体

験などのあらゆる場面における直接体験こそが重要であるとともに，体

験活動を通して「思いやり」や「礼儀正しさ」など，日本人が古来大切

にしてきた規範意識や道徳心の醸成も図っていく必要がある。 

 職業観・勤労観の醸成  

（「格差社会」や「勤労観の変容」） 

青尐年が職業に就き，社会経済的に自立することは，社会を生き抜く

上での基盤であるとともに，社会にとっても持続的な発展を続ける上で

欠かせないものである。雇用情勢が不安定となる中，行政においては，

学校や企業など多様な機関と連携を図りながら，青尐年の職業観・勤労

観の育成や職業に関する知識・技術等の習得を支援することが必要であ

る。 

 

⑵ 成人に関わる課題に対する学習 

 子育て支援，家庭教育支援  

（「子育て・子育ち環境の変容」，「格差社会」や「勤労観の変容」） 

格差の進行や貧困など，家庭を巡る状況の変化は，個々の家庭の頑張

りや努力だけでは対応が難しい社会的問題となっており，こうした課題

にあたっては，行政においては，教育分野と福祉・労働・保健等の各分

野が連携・協力し，親子の育ちを一層支援していくことが必要である。 

  大人の道徳観の醸成  

（「規範意識・社会性の低下」，「地域コミュニティの変容」） 

周囲の人や地域とのつながりを持たない大人が増加しており，大人自

身の気づきや意識の変容が必要である。地域社会を構成する一員として

の責任や役割を自覚し，子どもや他の大人の模範となれるよう，モラル

やマナーなど規範意識を高めるとともに，道徳観の醸成を図る取組を一

層推進していくことが必要である。 

 



 

4 

⑶ 高齢者に関わる課題に対する学習 

  豊かな人生に向けた多様な学習の提供  

（「超高齢社会」） 

高齢者がリタイア後の人生を明るく安心して生活するためには，健康

で生きがいのある生活と地域社会との関わりが必要である。こうしたこ

とから，高齢者に対する学習については，生涯学習センターなどの地域

の様々な関連施設が，コミュニティビジネスを含めた高齢者の生きがい

の創出につながる講座や，近年大きな問題となっている高齢者を狙った

特殊詐欺に関する講座など，多様な学習プログラムを企画・提供するこ

とが必要である。 

高齢者の学習については，身体的事由や意欲の低下など，学習活動の

参加が困難な場合もあることから，積極的な学習機会の提供や学習者の

興味・関心を呼び起こすための啓発活動など，きめ細かい配慮や工夫が

必要である。 

 

⑷ 地域住民に関わる課題に対する学習 

  地域コミュニティの強化  

（「超高齢社会」，「規範意識・社会性の低下」，「地域コミュニティの変容」） 

生活環境の整備や防犯・防災など，個人の力では解決できない様々な

地域の課題に対応していくためには，日頃から地域の住民同士がつなが

りを持ち支え合い，助け合う「互助」・「共助」の関係のある地域コミュ

ニティの構築が必要である。特に，超高齢社会の到来により，地域コミ

ュニティの役割や期待は益々高まってきており，地域における様々な課

題の解決を目的としてコミュニティが結びつき，多様性のある地域コミ

ュニティの形成が必要である。 

行き過ぎた個人主義の風潮や社会全体のつながりの希薄化等が問題と

なっている近年においては，郷土愛の醸成や地域学講座など，今一度住

民が地域に目を向け，地域と向かい合うことができる取組を通して，地

域コミュニティの強化を図ることが必要である。 
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３ おわりに 

 この提言は，冒頭でも述べたように，社会教育・生涯学習の振興を通じたこ

れからの人づくりを推進していく上で解決していかなければならない社会的

課題や，必要な学習について議論・検討し，とりまとめたものである。 

 人づくりにおいては，教育委員会に限らず，市役所の他部局や関係機関など

においても様々な取組が展開されており，それらの連携・協働は相当に進んで

いるものの，急速な社会・経済環境の変化における社会的課題の解決に向けた，

多様な主体との連携・協働は，必ずしも十分に進んでいるとは言い難い状況で

あると考えている。 

 今後，社会教育行政が，社会教育・生涯学習の役割を各地域において目に見

える形で示していくためには，地域住民の絆の構築，地域コミュニティの形成，

地域課題の解決といった地域の総合的な課題に対応できるよう，地域の多様な

主体との連携・協働によるネットワークの構築を一層推進していくことが必要

であり，行政においては，本提言を踏まえ関係部局が連携し，効果的な取組が

推進されることを期待し，提言するものである。 
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